登録事業者は、次の事項に注意してください。

	誇大広告は禁止されています。（高齢者住まい法第15条、法施行規則第18条）

	
	○広告をする場合の表示の方法（平成23年10月７日厚労省・国交省告示第５号）

	登録事項を公示すること。（高齢者住まい法第16条、法施行規則第19条）

	
	○インターネットの利用又は公衆の見やすい場所に掲示することにより行う。

	登録住宅に入居しようとする者に対し、入居契約締結前に、登録事項等について書面を交付して説明すること。（高齢者住まい法第17条、法施行規則第20条）

	
	○説明事項
・登録事項

・入居契約が賃貸借契約でない場合にあっては、その旨

・入居契約の内容に関する事項

・登録事業者が特定施設入居者生活介護事業や介護予防特定施設入居者生活介護事業の指定を受けている場合は介護サービス情報

・家賃等の前払金の返還債務が消滅するまでの期間とその期間中において契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した場合における家賃等の前払金の返還額の推移

	入居契約に従って高齢者生活支援サービスを提供すること。（高齢者住まい法第18条）

	登録住宅の管理に関する帳簿を備付け、保存すること。（高齢者住まい法第19条、法施行規則第21条）

	
	○記載事項
・登録住宅の修繕及び改修の実施状況

・入居者からの金銭の受領の記録

・入居者に提供した高齢者生活支援サービスの内容

・緊急やむを得ず入居者に身体的拘束を行った場合にあっては、その態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

・入居者に提供した高齢者生活支援サービスに係る入居者及びその家族からの苦情の内容

・高齢者生活支援サービスの提供により入居者に事故が発生した場合にあっては、その状況及び事故に際して取った処置の内容

・サービス付き高齢者向け住宅の管理又は高齢者生活支援サービスの提供を委託により他の事業者に行わせる場合にあっては、当該事業者の商号、名称又は氏名及び住所並びに委託に係る契約事項及び業務の実施状況

	
	○帳簿形態
・電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスクでも可（必要に応じ登録事業者において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示される場合）。

	
	○保存期間
・各事業年度の末日をもって閉鎖、閉鎖後５年間保存

	登録事項に変更があったとき、又は添付書類の記載事項に変更があったときは、入居者に対し、その変更の内容を記載した書面を交付して説明すること（軽微な変更を除く）。（高齢者住まい法第20条、法施行規則第22条）


　

登録後の手続き
　

（１）必要に応じ、以下の届出等を登録窓口に提出してください。（各種様式につきましては、市ウェブサイトに掲載しております）
	手続
	事由
	申請者
	手続時期

	事業開始の報告
	・事業を開始するとき
	登録事業者等
	事業開始の1週間前まで

	更新申請
	・更新の登録を受けるとき
	登録事業者
	登録有効期間満了日まで

	変更届
	・登録事項に変更があったとき
	登録事業者
	変更日から30日以内

	
	・登録事業者がその登録事業を譲渡したとき
・登録事業者について相続、合併又は分割（登録事業を承継させるものに限る。）があったとき 
	地位を承継した者
	地位承継日から30日以内

	事故発生の報告※
	・重大な事故が発生したとき
	登録事業者等
	事故発生後、直ちに

	廃業等届
	・登録事業を廃止しようとするとき
・登録事業者である法人が合併及び破産手続き開始の決定以外の理由により解散しようとするとき 
	登録事業者
	廃止等の30日前まで

	
	・登録事業者が破産手続開始の決定を受けたとき
	破産管財人
	破産手続開始決定を受けた日から30日以内

	登録抹消申請
	・登録を抹消するとき
	登録事業者
	抹消決定後、速やかに


（２）定期報告（高齢者住まい法第24条）

　　　毎年７月１日現在における業務の状況等について、指定する期限までに定期報告書により報告してください。（有料老人ホームの定期報告につきましては、別途提出が必要になります）
（３）立入検査（高齢者住まい法第24条）

　　　登録の有効期限内において1回以上実施いたします。なお、有料老人ホームに該当する施設につきましては、所管する福祉部局とともに検査を実施いたします。
（４）登録の抹消（高齢者住まい法第13条）

　　　市は、登録住宅が次のいずれかに該当するときは、登録を抹消します。

　　ア　登録の抹消の申請があったとき

　　イ　更新されなかったとき

　　ウ　廃業等届出が提出されたとき

　　エ　登録を取り消したとき（法第26条第1項、第２項）

　　オ　登録事業者の事務所の所在地又は登録事業所の所在（法人の場合は役員の所在）が不明であるとき（法第27条第１項）
※事故発生の報告について
　　該当する事案が発生した場合は、それぞれ担当課へ報告をお願いします。
	サービス付き高齢者向け住宅（要綱第３条）
担当：建設交通部住宅政策課
	有料老人ホーム（指導要綱第12条各号）
担当：保健福祉部健康長寿課

	・施設における火災事故
	一　火災の発生

	・地震等の自然災害による施設の滅失・損傷
	二　地震、津波、台風等の天災による被害

	
	三　入所者の長時間の所在不明（おおむね24時間を経過しても発見できない場合等）

	・入居者の死亡事故（死亡後に相当期間の放置がなされた場合を含む。）
	四　入所者の事故等による死傷

	・入居者に対する虐待
	五　入所者間又は職員の暴行等による入所者の死傷及び死傷に至らない虐待

	・登録事業者等による入居者の財産侵害（職員による窃盗等）
	六　入居者の財産侵害（職員による窃盗等）

	
	七　感染症又は食中毒（社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について（平成17年２月22日厚生労働省健康局長、厚生労働省医薬食品局長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、厚生労働省社会・援護局長、厚生労働省老健局長通知）に基づき報告が必要な場合）

	
	八　その他前各号に準ずる重要な事項


　
登録後の


注意事項








